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○すくもサニーサイドパークの設置及び管理に関する条例 

平成１７年９月２８日 

条例第３４号 

改正 平成２４年１２月２０日条例第３２号 

平成２５年１２月１９日条例第４３号 

（設置） 

第１条 市民の憩いの場及び本市の振興を図ることを目的として、すくもサニーサ

イドパーク（以下「公園」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 公園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

すくもサニーサイドパーク 宿毛市小筑紫町田ノ浦１２４４番１０ 

（指定管理者による管理） 

第３条 公園の管理は、法人その他の団体であって、市長が指定する者（以下「指

定管理者」という。）にこれを行わせるものとする。 

（指定管理者が行う業務） 

第４条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 公園の運営に関する業務 

(2) 公園の利用の許可に関する業務 

(3) 公園の施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) 前３号に掲げるもののほか、公園の運営に関する事務のうち、市長のみの

権限に属する事務を除く業務 

（指定管理者の管理の期間） 

第５条 指定管理者が公園の管理を行う期間は、５年以内とする。ただし、再指定

を妨げない。 

（指定管理者の指定の申請） 

第６条 第３条の規定による指定を受けようとする者は、規則に定める申請書に次

に掲げる書面を添えて、当該指定について市長に申請しなければならない。 

(1) 第４条に規定する業務（以下「業務」という。）に係る事業計画書 
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(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要なものとして規則で定める書類 

２ 前項の規定は、前条ただし書の再指定の場合について準用する。 

（指定管理者の指定） 

第７条 市長は、前条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）の規定

による申請があったときは、次の各号のいずれにも該当するもののうちから指定

管理者の候補者を選定し、議会の議決を経て指定管理者を指定しなければならな

い。 

(1) その事業計画書による公園の管理が、利用者の平等利用を確保することが

できるものであること。 

(2) その事業計画書の内容が、公園の効用を最大限に発揮させるとともに、そ

の業務に係る経費の縮減が図られるものであること。 

(3) その事業計画書に沿った業務を安定して行う物的能力及び人的能力を有す

るものであること。 

(4) その事業計画書による業務の実施により利用者の利便性の向上を図り、利

用者の増進に努める目的を達成することができるものであること。 

（事業報告書の作成及び提出） 

第８条 指定管理者は、規則で定める事業報告書を作成し、市長に提出しなければ

ならない。 

（業務報告の聴取等） 

第９条 市長は、公園の管理の適正を期するため、指定管理者に対して、その業務

及び経理の状況に関し定期的に又は必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査

し、又は必要な指示をすることができる。 

（指定の取り消し等） 

第１０条 市長は、指定管理者が前条の指示に従わないときその他指定管理者によ

る管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は

期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

２ 前項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部

の停止を命じた場合において指定管理者に損害が生じても、市長は、その賠償の

責めを負わない。 
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（行為の制限） 

第１１条 公園において、次の各号に掲げる行為をしようとする者は、指定管理者

の許可を受けなければならない。 

(1) 行商、募金その他これらに類する行為をすること。 

(2) 業として写真又は映画を撮影すること。 

(3) 興行を行うこと。 

(4) 競技会、展示会、博覧会その他これらに類する催しのために公園の全部又

は一部を独占して利用すること。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、行為の目的、行為の期間、行為を行う場所

又は公園、行為の内容その他指定管理者の指示する事項を記載した申請書を指定

管理者に提出しなければならない。 

３ 第１項の許可を受けた者は、許可を受けた事項を変更しようとするときは、当

該事項を記載した申請書を指定管理者に提出してその許可を受けなければならな

い。 

４ 指定管理者は、第１項各号に掲げる行為が公衆の公園の利用に支障を及ぼさな

いと認める場合に限り、同項又は前項の許可を与えることができる。 

５ 市長は、第１項各号に掲げる行為が暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の活動に利用さ

れると認める場合は、当該行為を許可しないものとする。 

６ 指定管理者は、第１項又は第３項の許可に公園の管理上必要な範囲内で条件を

付することができる。 

（行為の禁止） 

第１２条 公園においては、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 公園を損傷し、又は汚損すること。 

(2) 竹木を伐採し、又は植物を採取すること。 

(3) 土地の形質を変更すること。 

(4) 鳥獣類を捕獲し、又は殺傷すること。 

(5) はり紙若しくははり札をし、又は広告を表示すること。 

(6) 立入禁止区域に立ち入ること。 
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(7) 指定された場所以外の場所へ車両を乗り入れ、又は止め置くこと。 

(8) 公園をその用途外に使用すること。 

（利用の禁止又は制限） 

第１３条 指定管理者は、公園の損壊その他の理由によりその利用が危険であると

認められる場合又は公園に関する工事のためやむを得ないと認められる場合にお

いては、公園を保全し、又はその利用者の危険を防止するため、区域を定めて、

公園の利用を禁止し、又は制限することができる。 

（占用の許可） 

第１４条 公園において、工作物その他の物件又は施設を設けて公園を占用しよう

とする者は、市長の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しよ

うとするときも同様とする。 

（設計書等） 

第１５条 公園の占用の許可を受けようとする者又はそれらの許可を受けた事項の

一部を変更しようとする者は、当該許可の申請書に設計書、仕様書及び図面を添

付しなければならない。 

（監督処分） 

第１６条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対してこの条例の規

定によってした許可を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変更

し、又は行為の中止、原状回復若しくは公園よりの退去を命ずることができる。 

(1) この条例又はこの条例の規定に基づく処分に違反している者 

(2) この条例の規定による許可に付した条件に違反している者 

(3) 偽りその他不正な手段によりこの条例の規定による許可を受けた者 

２ 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、この条例の規

定による許可を受けた者に対し、前項に規定する処分をし、又は同項に規定する

必要な措置を命ずることができる。 

(1) 公園に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合 

(2) 公園の保全又は公衆の公園の利用に著しい支障が生じた場合 

(3) その他公益上やむを得ない必要が生じた場合 

（権利の譲渡禁止等） 
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第１７条 第１１条の規定による許可を受けた者（以下「利用者」という。）又は

第１４条の規定による許可を受けた者（以下「占用者」という。）は、その権利

を他人に譲渡し、又は転貸することができない。 

（増改築等の制限） 

第１８条 指定管理者において公園の増改築及び特別の設備を設けようとするとき

は、市長の承認を受けなければならない。 

（原状回復義務） 

第１９条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は第１０条第１項の規

定により指定を取り消され、若しくは期間を定めて業務の全部若しくは一部の停

止を命じられたときは、その管理しなくなった施設又は設備を速やかに原状に回

復しなければならない。ただし、市長の承認を得たときは、この限りでない。 

（利用料金の納付） 

第２０条 利用者は、公園の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を指定

管理者に納付しなければならない。 

２ 利用料金は、別表第１に掲げる額に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に

定める消費税の税率を乗じて得た額及びその額に地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を合算した額（以下「消費税

相当額」という。）を加えた額（当該額に１０円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てた額）の範囲内において、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て

定めるものとする。 

（利用料金の収入） 

第２１条 市長は、指定管理者に利用料金を当該指定管理者の収入として収受させ

る。 

（利用料金の減免） 

第２２条 指定管理者は、市長が特に必要があると認めたときは、利用料金を減額

し、又は免除することができる。 

（利用料金の不還付） 

第２３条 既に納入された利用料金は、還付しない。ただし、利用者の責めに帰さ

ない理由により公園の施設が利用できないときは、利用料金を還付することがで
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きる。 

（占用料の納付） 

第２４条 占用者は、別表第２に掲げる料金（以下「占用料」という。）を市長に

納付しなければならない。 

（損害賠償義務） 

第２５条 指定管理者、利用者又は占用者は、故意又は過失により公園の施設若し

くは設備を損壊し、若しくは滅失したときは、それによって生じた損害を市に賠

償しなければならない。ただし、市長が特別の事情があると認めたときは、この

限りでない。 

（秘密保持義務） 

第２６条 指定管理者又はその管理する公の施設の業務に従事している者（以下こ

の条において「従事者」という。）は、宿毛市個人情報保護条例（平成１３年宿

毛市条例第２７号）の規定を遵守し、個人情報が適切に保護されるよう配慮する

とともに当該公の施設の管理に関し知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益

のために利用してはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定

を取り消され、又は従事者の職務を退いた後においても同様とする。 

（委任） 

第２７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 

附 則 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第６条及び第７条の規

定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年１２月２０日条例第３２号） 

この条例は、平成２５年１月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月１９日条例第４３号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

別表第１（第２０条関係） 

公園における利用料金 
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区分 単位 金額 

展示棟 １棟１月につき ６０，０００円 

インフォメーション棟 １月につき １２０，０００円 

野外ステージ １時間につき ５００円 

露店・その他 ３．３平方メート

ル１日につき 

６３０円 

興行その他これに類する

催しを行う場合 

１平方メートル１

日につき 

２０円 

注 行為の期間が１年に満たない場合は、この表に掲げる料金（日をもって定め

たものを除く。）の１２分の１を１月の料金として、その期間が１月に満たな

い場合は、日割り計算する。 

別表第２（第２４条関係） 

公園における占用料 

区分 単位 金額 

電柱（支柱支線柱及び支

線を含む。） 

宿毛市道路占用料条例（昭和３０年宿毛市条例第８号）

を準用する。 

電話柱（支柱支線柱及び

支線を含む。） 

公衆電話所 

標識等 

水道管及び下水道管 

その他の占用 １平方メートル１

年につき 

当該土地価格に１００分の４を乗じ

て得た額に消費税相当額を加えた額

（当該額に１０円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた額）以内 

注 占用の期間が１年に満たない場合は、この表に掲げる料金（日をもって定め

たものを除く。）の１２分の１を１月の料金として、その期間が１月に満たな

い場合は、日割り計算する。 
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